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（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,530,157 固定負債 4,145,333
有形固定資産 3,507,911 県債 3,777,942
事業用資産 1,713,509 県債 1,723,345
土地 1,249,842 臨時財政対策債 2,054,597
立木竹 0 長期未払金 10,374
建物 1,254,638 退職手当引当金 328,796
建物減価償却累計額 △ 832,237 損失補償等引当金 14,409
工作物 115,253 その他 13,812
工作物減価償却累計額 △ 90,638 リース債務 12,578
船舶 3,328 その他固定負債 1,235
船舶減価償却累計額 △ 827 流動負債 500,980
浮標等 674 １年内償還予定県債 451,390
浮標等減価償却累計額 △ 592 県債 297,011
航空機 351 臨時財政対策債 154,379
航空機減価償却累計額 △ 351 未払金 2,232
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 101
建設仮勘定 14,068 前受収益 -

インフラ資産 1,778,281 賞与等引当金 34,534
土地 331,346 預り金 11,654
建物 27,184 その他 1,068
建物減価償却累計額 △ 14,526 リース債務 1,068
工作物 4,869,510 その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 △ 3,555,187 4,646,313
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 4,765,081
建設仮勘定 119,954 余剰分（不足分） △ 4,603,411

物品 48,931
物品減価償却累計額 △ 32,810

無形固定資産 3,788
ソフトウェア 2,484
ソフトウェア 6,137
ソフトウェア減価償却累計額 △ 3,653

その他 1,154
その他無形固定資産 1,155
その他減価償却累計額 △ 1

無形固定資産仮勘定 150
投資その他の資産 1,018,458
投資及び出資金 261,066
有価証券 20,694
出資金 168,471
その他 71,900

投資損失引当金 △ 5,695
長期延滞債権 12,114
長期貸付金 115,592
基金 621,842
減債基金 560,002
その他 61,840

その他 15,527
徴収不能引当金 △ 1,989

流動資産 277,827
現金預金 33,107
未収金 9,200
短期貸付金 13,102
基金 221,823
財政調整基金 63,519
減債基金 158,304

棚卸資産 -
その他 679
徴収不能引当金 △ 84 161,671

4,807,984 4,807,984

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

一般会計等貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 1,564,240
業務費用 781,107
人件費 502,967
職員給与費 422,489
賞与等引当金繰入額 34,534
退職手当引当金繰入額 26,677
その他 19,267

物件費等 224,480
物件費 99,312
維持補修費 21,140
減価償却費 102,749
その他 1,278

その他の業務費用 53,660
支払利息 41,781
徴収不能引当金繰入額 1,532
その他 10,347

移転費用 783,134
補助金等 710,791
補助金 169,946
負担金 312,037
税交付金 228,808

社会保障給付 20,429
他会計への繰出金 50,904
その他 1,010

経常収益 69,672
使用料及び手数料 41,769
その他 27,903

純経常行政コスト △ 1,494,568
臨時損失 16,189
災害復旧事業費 424
資産除売却損 3,400
投資損失引当金繰入額 4,863
損失補償等引当金繰入額 2,531
その他 4,972

臨時利益 818
資産売却益 769
その他 49 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 1,509,939 △ 1,509,939
財源 1,544,586 1,544,586
税収等 1,434,609 1,434,609
県税 1,187,073 1,187,073
地方譲与税 139,727 139,727
地方特例交付金 3,499 3,499
地方交付税 96,210 96,210
その他税収 1,936 1,936
寄附金 50 50
その他（寄附金以外） 6,113 6,113

国等補助金 109,977 109,977
本年度差額 34,647 34,647
固定資産の変動（内部変動） △ 491 491
有形固定資産等の増加 70,696 △ 70,696
有形固定資産等の減少 △ 109,680 109,680
貸付金・基金等の増加 211,323 △ 211,323
貸付金・基金等の減少 △ 172,829 172,829

資産評価差額 △ 141 △ 141
無償所管換等 △ 17,308 △ 17,308
その他 1 1
本年度純資産変動額 17,200 △ 17,939 35,139
前年度末純資産残高 144,471 4,783,021 △ 4,638,550
本年度末純資産残高 161,671 4,765,081 △ 4,603,411

金額

一般会計等行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 1,739,870
業務費用支出 956,736
人件費支出 516,922
物件費等支出 121,778
支払利息支出 42,414
その他の支出 275,623

移転費用支出 783,134
補助金等支出 710,791
社会保障給付支出 20,429
他会計への繰出支出 50,904
その他の支出 1,010

業務収入 1,863,536
税収等収入 1,703,632
国等補助金収入 93,436
使用料及び手数料収入 41,616
その他の収入 24,852

臨時支出 424
災害復旧事業費支出 424
その他の支出 -

臨時収入 251
業務活動収支 123,494
【投資活動収支】
投資活動支出 281,905
公共施設等整備費支出 71,920
基金積立金支出 199,474
投資及び出資金支出 2,188
貸付金支出 8,323
その他の支出 -

投資活動収入 181,201
国等補助金収入 16,290
基金取崩収入 150,654
貸付金元金回収収入 12,761
資産売却収入 1,496
その他の収入 1

投資活動収支 △ 100,703
【財務活動収支】
財務活動支出 408,173
県債償還支出 407,109
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 1,064

財務活動収入 377,214
県債発行収入 377,214
その他の収入 -

財務活動収支 △ 30,959
本年度資金収支額 △ 8,168
前年度末資金残高 28,387
本年度末資金残高 20,219

前年度末歳計外現金残高 14,300
本年度歳計外現金増減額 △ 1,412
本年度末歳計外現金残高 12,889
本年度末現金預金残高 33,107

一般会計等資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 3,406,561 固定負債 3,482,627
有形固定資産 3,051,550 県債 3,115,889
事業用資産 1,257,294 県債 1,356,769
土地 907,792 臨時財政対策債 1,759,120
立木竹 0 長期未払金 9,721
建物 807,588 退職手当引当金 328,796
建物減価償却累計額 △ 497,300 損失補償等引当金 14,409
工作物 88,362 その他 13,812
工作物減価償却累計額 △ 65,800 リース債務 12,578
船舶 3,328 その他固定負債 1,235
船舶減価償却累計額 △ 827 流動負債 365,517
浮標等 674 １年内償還予定県債 316,368
浮標等減価償却累計額 △ 592 県債 201,637
航空機 351 臨時財政対策債 114,731
航空機減価償却累計額 △ 351 未払金 1,808
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 101
建設仮勘定 14,068 前受収益 -

インフラ資産 1,778,148 賞与等引当金 34,518
土地 331,346 預り金 11,654
建物 27,184 その他 1,068
建物減価償却累計額 △ 14,526 リース債務 1,068
工作物 4,869,394 その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 △ 3,555,183 3,848,143
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 3,508,129
建設仮勘定 119,933 余剰分（不足分） △ 3,807,798

物品 48,835
物品減価償却累計額 △ 32,727

無形固定資産 3,784
ソフトウェア 2,484
ソフトウェア 6,134
ソフトウェア減価償却累計額 △ 3,651

その他 1,150
その他無形固定資産 1,152
その他減価償却累計額 △ 1

無形固定資産仮勘定 150
投資その他の資産 351,227
投資及び出資金 261,066
有価証券 20,694
出資金 168,471
その他 71,900

投資損失引当金 △ 5,695
長期延滞債権 9,314
長期貸付金 22,751
基金 50,094
減債基金 56
その他 50,039

その他 15,527
徴収不能引当金 △ 1,831

流動資産 141,913
現金預金 30,881
未収金 8,866
短期貸付金 1,748
基金 99,819
財政調整基金 63,519
減債基金 36,300

棚卸資産 -
その他 679
徴収不能引当金 △ 81 △ 299,669

3,548,474 3,548,474

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 1,544,124
業務費用 758,715
人件費 502,706
職員給与費 422,285
賞与等引当金繰入額 34,518
退職手当引当金繰入額 26,677
その他 19,226

物件費等 210,914
物件費 93,246
維持補修費 20,933
減価償却費 95,513
その他 1,222

その他の業務費用 45,096
支払利息 33,926
徴収不能引当金繰入額 1,372
その他 9,798

移転費用 785,408
補助金等 702,536
補助金 162,741
負担金 310,987
税交付金 228,808

社会保障給付 20,429
他会計への繰出金 61,475
その他 968

経常収益 50,300
使用料及び手数料 30,538
その他 19,762

純経常行政コスト △ 1,493,824
臨時損失 15,831
災害復旧事業費 417
資産除売却損 3,065
投資損失引当金繰入額 4,863
損失補償等引当金繰入額 2,531
その他 4,955

臨時利益 818
資産売却益 768
その他 49 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 1,508,837 △ 1,508,837
財源 1,546,773 1,546,773
税収等 1,437,042 1,437,042
県税 1,187,159 1,187,159
地方譲与税 139,727 139,727
地方特例交付金 3,499 3,499
地方交付税 96,210 96,210
その他税収 1,926 1,926
寄附金 50 50
その他（寄附金以外） 8,469 8,469

国等補助金 109,731 109,731
本年度差額 37,936 37,936
固定資産の変動（内部変動） △ 50,479 50,479
有形固定資産等の増加 70,525 △ 70,525
有形固定資産等の減少 △ 101,827 101,827
貸付金・基金等の増加 13,736 △ 13,736
貸付金・基金等の減少 △ 32,913 32,913

資産評価差額 △ 141 △ 141
無償所管換等 △ 19,310 △ 19,310
その他 1,676 1,676
本年度純資産変動額 20,161 △ 69,931 90,092
前年度末純資産残高 △ 319,830 3,578,060 △ 3,897,890
本年度末純資産残高 △ 299,669 3,508,129 △ 3,807,798

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 一般会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 1,461,281
業務費用支出 641,400
人件費支出 516,661
物件費等支出 114,356
支払利息支出 508
その他の支出 9,875

移転費用支出 819,881
補助金等支出 702,536
社会保障給付支出 20,429
他会計への繰出支出 95,948
その他の支出 968

業務収入 1,577,972
税収等収入 1,437,507
国等補助金収入 93,189
使用料及び手数料収入 30,532
その他の収入 16,743

臨時支出 417
災害復旧事業費支出 417
その他の支出 -

臨時収入 251
業務活動収支 116,526
【投資活動収支】
投資活動支出 83,985
公共施設等整備費支出 71,213
基金積立金支出 9,479
投資及び出資金支出 2,188
貸付金支出 1,105
その他の支出 -

投資活動収入 41,441
国等補助金収入 16,290
基金取崩収入 22,121
貸付金元金回収収入 1,799
資産売却収入 1,230
その他の収入 1

投資活動収支 △ 42,544
【財務活動収支】
財務活動支出 252,049
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） 250,985
その他の支出 1,064

財務活動収入 178,806
県債発行収入 178,806
その他の収入 -

財務活動収支 △ 73,243
本年度資金収支額 739
前年度末資金残高 17,253
本年度末資金残高 17,992

前年度末歳計外現金残高 14,300
本年度歳計外現金増減額 △ 1,412
本年度末歳計外現金残高 12,889
本年度末現金預金残高 30,881

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 市町村自治振興事業会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 41,888 固定負債 1,521
有形固定資産 - 県債 868
事業用資産 - 県債 868
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 653
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 424
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 424
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 1,945
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 47,545
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 1,113

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 41,888
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 41,888
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 6,490
現金預金 832
未収金 -
短期貸付金 5,658
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 46,432

48,377 48,377

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 市町村自治振興事業会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 3,317
業務費用 48
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 3
物件費 3
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 45
支払利息 45
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 3,269
補助金等 3,269
補助金 3,269
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 555
使用料及び手数料 -
その他 555

純経常行政コスト △ 2,762
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 2,762 △ 2,762
財源 2,277 2,277
税収等 2,277 2,277
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 2,277 2,277

国等補助金 - -
本年度差額 △ 486 △ 486
固定資産の変動（内部変動） △ 827 827
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 4,813 △ 4,813
貸付金・基金等の減少 △ 5,640 5,640

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 486 △ 827 342
前年度末純資産残高 46,918 48,372 △ 1,455
本年度末純資産残高 46,432 47,545 △ 1,113

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 市町村自治振興事業会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 3,317
業務費用支出 45
人件費支出 -
物件費等支出 3
支払利息支出 42
その他の支出 -

移転費用支出 3,272
補助金等支出 3,269
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 3
その他の支出 -

業務収入 2,832
税収等収入 2,277
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 555

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 486
【投資活動収支】
投資活動支出 5,348
公共施設等整備費支出 535
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 4,813
その他の支出 -

投資活動収入 5,640
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 5,640
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 292
【財務活動収支】
財務活動支出 125
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） 125
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 125
本年度資金収支額 △ 319
前年度末資金残高 1,151
本年度末資金残高 832

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 832

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 公債管理特別会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 559,951 固定負債 559,711
有形固定資産 - 県債 559,711
事業用資産 - 県債 264,233
土地 - 臨時財政対策債 295,477
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 122,111
浮標等 - １年内償還予定県債 122,111
浮標等減価償却累計額 - 県債 82,463
航空機 - 臨時財政対策債 39,648
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 681,822
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 682,062
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 681,822

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 559,951
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 559,951
減債基金 559,951
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 122,111
現金預金 -
未収金 -
短期貸付金 -
基金 122,111
財政調整基金 -
減債基金 122,111

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 240

682,062 682,062

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 公債管理特別会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 6,521
業務費用 6,521
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 6,521
支払利息 6,521
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 6,546
使用料及び手数料 -
その他 6,546

純経常行政コスト 24
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 24 24
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 24 24
固定資産の変動（内部変動） 61,309 △ 61,309
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 185,864 △ 185,864
貸付金・基金等の減少 △ 124,555 124,555

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 24 61,309 △ 61,285
前年度末純資産残高 216 620,753 △ 620,537
本年度末純資産残高 240 682,062 △ 681,822

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 公債管理特別会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 42,892
業務費用支出 42,892
人件費支出 -
物件費等支出 1,069
支払利息支出 41,822
その他の支出 -

移転費用支出 0
補助金等支出 0
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 307,927
税収等収入 301,406
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 6,521

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 265,036
【投資活動収支】
投資活動支出 185,840
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 185,840
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 124,555
国等補助金収入 -
基金取崩収入 124,555
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 61,285
【財務活動収支】
財務活動支出 400,651
県債償還支出 400,651
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 196,900
県債発行収入 196,900
その他の収入 -

財務活動収支 △ 203,751
本年度資金収支額 -
前年度末資金残高 -
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 公営競技収益配分金等管理会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 - 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 -
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） 18

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 -
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 18
現金預金 18
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 18

18 18

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 公営競技収益配分金等管理会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 300
業務費用 -
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 300
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 300
その他 -

経常収益 300
使用料及び手数料 -
その他 300

純経常行政コスト 0
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 0 0
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 0 0
固定資産の変動（内部変動） - -
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 0 - 0
前年度末純資産残高 18 - 18
本年度末純資産残高 18 - 18

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 公営競技収益配分金等管理会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 300
業務費用支出 -
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 300
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 300
その他の支出 -

業務収入 300
税収等収入 -
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 300

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 0
【投資活動収支】
投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 -
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 0
前年度末資金残高 18
本年度末資金残高 18

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 18

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 地方消費税清算会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 - 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 -
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 -
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 -
現金預金 -
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - -

- -

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 地方消費税清算会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 323,040
業務費用 -
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 323,040
補助金等 1,007
補助金 -
負担金 1,007
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 322,033
その他 -

経常収益 -
使用料及び手数料 -
その他 -

純経常行政コスト △ 323,040
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 323,040 △ 323,040
財源 321,946 321,946
税収等 321,946 321,946
県税 321,946 321,946
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 △ 1,094 △ 1,094
固定資産の変動（内部変動） - -
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 1,094 - △ 1,094
前年度末純資産残高 1,094 - 1,094
本年度末純資産残高 - - -

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 地方消費税清算会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 588,421
業務費用支出 265,381
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 265,381

移転費用支出 323,040
補助金等支出 1,007
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 322,033
その他の支出 -

業務収入 587,327
税収等収入 587,327
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 -

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 1,094
【投資活動収支】
投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 -
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 △ 1,094
前年度末資金残高 1,094
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 災害救助基金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 6,009 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 6,009
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） 0

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 6,009
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 6,009
減債基金 -
その他 6,009

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 0
現金預金 0
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 6,009

6,009 6,009

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計

-19-



決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 災害救助基金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 -
業務費用 -
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 0
使用料及び手数料 -
その他 0

純経常行政コスト 0
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 0 0
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 0 0
固定資産の変動（内部変動） 0 0
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 0 0
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 0 0 0
前年度末純資産残高 6,008 6,008 0
本年度末純資産残高 6,009 6,009 0

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 災害救助基金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 -
業務費用支出 -
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 0
税収等収入 -
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 0

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 0
【投資活動収支】
投資活動支出 0
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 0
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 0
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 0
前年度末資金残高 0
本年度末資金残高 0

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 0

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 農業改良資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 90 固定負債 79
有形固定資産 - 県債 79
事業用資産 - 県債 79
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 10
浮標等 - １年内償還予定県債 10
浮標等減価償却累計額 - 県債 10
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 89
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 105
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 88

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 90
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 52
長期貸付金 38
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 16
現金預金 -
未収金 2
短期貸付金 14
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 17

106 106

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 農業改良資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 108
業務費用 4
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 0
物件費 0
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 4
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 4

移転費用 104
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 104
その他 -

経常収益 2
使用料及び手数料 -
その他 2

純経常行政コスト △ 106
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 106 △ 106
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 △ 106 △ 106
固定資産の変動（内部変動） △ 14 14
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 4 △ 4
貸付金・基金等の減少 △ 19 19

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 106 △ 14 △ 92
前年度末純資産残高 123 119 4
本年度末純資産残高 17 105 △ 88

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 農業改良資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 108
業務費用支出 4
人件費支出 -
物件費等支出 0
支払利息支出 -
その他の支出 4

移転費用支出 104
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 104
その他の支出 -

業務収入 0
税収等収入 -
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 0

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 108
【投資活動収支】
投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 19
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 19
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 19
【財務活動収支】
財務活動支出 8
県債償還支出 8
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 8
本年度資金収支額 △ 97
前年度末資金残高 97
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 恩賜記念林業振興資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 - 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 18
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） 105

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 -
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 123
現金預金 105
未収金 -
短期貸付金 18
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 123

123 123

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 恩賜記念林業振興資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 -
業務費用 -
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 1
使用料及び手数料 -
その他 1

純経常行政コスト 1
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 1 1
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 1 1
固定資産の変動（内部変動） △ 42 42
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 61 △ 61
貸付金・基金等の減少 △ 103 103

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 1 △ 42 43
前年度末純資産残高 123 60 63
本年度末純資産残高 123 18 105

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 恩賜記念林業振興資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 -
業務費用支出 -
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 1
税収等収入 -
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 1

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1
【投資活動収支】
投資活動支出 61
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 61
その他の支出 -

投資活動収入 103
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 103
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 42
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 43
前年度末資金残高 63
本年度末資金残高 105

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 105

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 林業改善資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 29 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 40
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） 55

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 29
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 29
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 66
現金預金 55
未収金 -
短期貸付金 11
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 95

95 95

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 林業改善資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 0
業務費用 0
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 0
物件費 0
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 0
使用料及び手数料 -
その他 0

純経常行政コスト 0
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 0 0
財源 0 0
税収等 0 0
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 0 0

国等補助金 - -
本年度差額 0 0
固定資産の変動（内部変動） △ 12 12
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 - -
貸付金・基金等の減少 △ 12 12

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 0 △ 12 12
前年度末純資産残高 95 52 43
本年度末純資産残高 95 40 55

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 林業改善資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 0
業務費用支出 0
人件費支出 -
物件費等支出 0
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 0
税収等収入 0
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 0

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 0
【投資活動収支】
投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 12
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 12
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 12
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 12
前年度末資金残高 43
本年度末資金残高 55

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 55

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

-30-



決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 水源環境保全・再生事業会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,180 固定負債 -
有形固定資産 210 県債 -
事業用資産 65 県債 -
土地 64 臨時財政対策債 -
立木竹 0 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 0 その他 -
工作物減価償却累計額 0 リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 133 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 117 その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 △ 4 -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 1,180
建設仮勘定 21 余剰分（不足分） 33

物品 95
物品減価償却累計額 △ 83

無形固定資産 4
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 4
その他無形固定資産 4
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 967
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 967
減債基金 -
その他 967

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 33
現金預金 33
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,213

1,213 1,213

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 水源環境保全・再生事業会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 3,823
業務費用 1,362
人件費 22
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 22

物件費等 1,339
物件費 1,070
維持補修費 207
減価償却費 6
その他 56

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 2,462
補助金等 2,453
補助金 2,411
負担金 42
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 9
その他 -

経常収益 3
使用料及び手数料 -
その他 3

純経常行政コスト △ 3,821
臨時損失 24
災害復旧事業費 7
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 17

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 3,844 △ 3,844
財源 4,152 4,152
税収等 4,152 4,152
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 4,152 4,152

国等補助金 - -
本年度差額 308 308
固定資産の変動（内部変動） 325 △ 325
有形固定資産等の増加 172 △ 172
有形固定資産等の減少 △ 23 23
貸付金・基金等の増加 4,154 △ 4,154
貸付金・基金等の減少 △ 3,978 3,978

資産評価差額 0 0
無償所管換等 △ 49 △ 49
その他 - -
本年度純資産変動額 259 276 △ 17
前年度末純資産残高 954 904 50
本年度末純資産残高 1,213 1,180 33

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 水源環境保全・再生事業会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 3,817
業務費用支出 1,355
人件費支出 22
物件費等支出 1,333
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 2,462
補助金等支出 2,453
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 9
その他の支出 -

業務収入 4,155
税収等収入 4,152
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 3

臨時支出 7
災害復旧事業費支出 7
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 331
【投資活動収支】
投資活動支出 4,326
公共施設等整備費支出 172
基金積立金支出 4,154
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 3,978
国等補助金収入 -
基金取崩収入 3,978
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 348
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 △ 17
前年度末資金残高 50
本年度末資金残高 33

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 33

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 沿岸漁業改善資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 79 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 101
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） 145

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 79
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 79
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 167
現金預金 145
未収金 -
短期貸付金 22
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 246

246 246

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 沿岸漁業改善資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 0
業務費用 0
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 0
物件費 0
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 0
使用料及び手数料 -
その他 0

純経常行政コスト 0
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 0 0
財源 0 0
税収等 0 0
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 0 0

国等補助金 - -
本年度差額 0 0
固定資産の変動（内部変動） △ 21 21
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 6 △ 6
貸付金・基金等の減少 △ 27 27

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 0 △ 21 21
前年度末純資産残高 246 122 124
本年度末純資産残高 246 101 145

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 沿岸漁業改善資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 0
業務費用支出 0
人件費支出 -
物件費等支出 0
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 0
税収等収入 0
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 0

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 0
【投資活動収支】
投資活動支出 6
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 6
その他の支出 -

投資活動収入 27
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 27
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 21
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 21
前年度末資金残高 124
本年度末資金残高 145

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 145

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 介護保険財政安定化基金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,826 固定負債 -
有形固定資産 - 県債 -
事業用資産 - 県債 -
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 -
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - -
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 4,826
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） -

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 4,826
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 4,826
減債基金 -
その他 4,826

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 -
現金預金 -
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 4,826

4,826 4,826

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 介護保険財政安定化基金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 -
業務費用 -
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 -
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 0
使用料及び手数料 -
その他 0

純経常行政コスト 0
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト 0 0
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 0 0
固定資産の変動（内部変動） 0 0
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 0 0
貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 0 0 -
前年度末純資産残高 4,826 4,826 -
本年度末純資産残高 4,826 4,826 -

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 介護保険財政安定化基金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 -
業務費用支出 -
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 0
税収等収入 -
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 0

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 0
【投資活動収支】
投資活動支出 0
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 0
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 -
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 0
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 -
本年度資金収支額 -
前年度末資金残高 -
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 母子父子寡婦福祉資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,263 固定負債 3,221
有形固定資産 - 県債 3,221
事業用資産 - 県債 3,221
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 0
浮標等 - １年内償還予定県債 -
浮標等減価償却累計額 - 県債 -
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 0
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 3,221
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 4,704
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 3,094

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
ソフトウェア 2
ソフトウェア減価償却累計額 △ 2

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 4,263
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 1,120
長期貸付金 3,178
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 △ 35

流動資産 568
現金預金 25
未収金 106
短期貸付金 441
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 4 1,610

4,831 4,831

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 母子父子寡婦福祉資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 65
業務費用 65
人件費 0
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 0

物件費等 14
物件費 13
維持補修費 -
減価償却費 0
その他 -

その他の業務費用 52
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 37
その他 14

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 2
使用料及び手数料 -
その他 2

純経常行政コスト △ 64
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 64 △ 64
財源 26 26
税収等 26 26
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 26 26

国等補助金 - -
本年度差額 △ 38 △ 38
固定資産の変動（内部変動） 9 △ 9
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 0 0
貸付金・基金等の増加 590 △ 590
貸付金・基金等の減少 △ 580 580

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 38 9 △ 47
前年度末純資産残高 1,648 4,695 △ 3,046
本年度末純資産残高 1,610 4,704 △ 3,094

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 母子父子寡婦福祉資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 13
業務費用支出 13
人件費支出 0
物件費等支出 13
支払利息支出 -
その他の支出 0

移転費用支出 -
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 -

業務収入 27
税収等収入 26
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 1

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 13
【投資活動収支】
投資活動支出 480
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 480
その他の支出 -

投資活動収入 431
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 431
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 49
【財務活動収支】
財務活動支出 -
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 27
県債発行収入 27
その他の収入 -

財務活動収支 27
本年度資金収支額 △ 9
前年度末資金残高 34
本年度末資金残高 25

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 25

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 神奈川県立病院機構資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 38,270 固定負債 38,270
有形固定資産 - 県債 38,270
事業用資産 - 県債 38,270
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 3,118
浮標等 - １年内償還予定県債 3,118
浮標等減価償却累計額 - 県債 3,118
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 41,388
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 41,388
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 41,388

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 38,270
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 38,270
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 3,118
現金預金 -
未収金 -
短期貸付金 3,118
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - -

41,388 41,388

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 神奈川県立病院機構資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 612
業務費用 612
人件費 -
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 -

物件費等 -
物件費 -
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 612
支払利息 612
徴収不能引当金繰入額 -
その他 -

移転費用 -
補助金等 -
補助金 -
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 -

経常収益 612
使用料及び手数料 -
その他 612

純経常行政コスト -
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト - -
財源 - -
税収等 - -
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） - -

国等補助金 - -
本年度差額 - -
固定資産の変動（内部変動） △ 2,040 2,040
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 1,109 △ 1,109
貸付金・基金等の減少 △ 3,149 3,149

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 - △ 2,040 2,040
前年度末純資産残高 - 43,427 △ 43,427
本年度末純資産残高 - 41,388 △ 41,388

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 神奈川県立病院機構資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 612
業務費用支出 -
人件費支出 -
物件費等支出 -
支払利息支出 -
その他の支出 -

移転費用支出 612
補助金等支出 -
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 612
その他の支出 -

業務収入 612
税収等収入 -
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 612

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 -
【投資活動収支】
投資活動支出 1,109
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 1,109
その他の支出 -

投資活動収入 3,149
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 3,149
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 2,040
【財務活動収支】
財務活動支出 3,149
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） 3,149
その他の支出 -

財務活動収入 1,109
県債発行収入 1,109
その他の収入 -

財務活動収支 △ 2,040
本年度資金収支額 -
前年度末資金残高 -
本年度末資金残高 -

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 -

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 中小企業資金会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 9,959 固定負債 6,045
有形固定資産 - 県債 6,045
事業用資産 - 県債 6,045
土地 - 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 - 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 - 損失補償等引当金 -
工作物 - その他 -
工作物減価償却累計額 - リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 1,055
浮標等 - １年内償還予定県債 1,055
浮標等減価償却累計額 - 県債 1,055
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 -
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 7,101
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 12,031
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 6,260

物品 -
物品減価償却累計額 -

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 9,959
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 600
長期貸付金 9,359
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 2,912
現金預金 841
未収金 -
短期貸付金 2,072
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 5,771

12,872 12,872

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 中小企業資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 2,552
業務費用 407
人件費 0
職員給与費 -
賞与等引当金繰入額 -
退職手当引当金繰入額 -
その他 0

物件費等 2
物件費 2
維持補修費 -
減価償却費 -
その他 -

その他の業務費用 405
支払利息 42
徴収不能引当金繰入額 -
その他 363

移転費用 2,146
補助金等 48
補助金 48
負担金 -
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 2,098
その他 -

経常収益 40
使用料及び手数料 -
その他 40

純経常行政コスト △ 2,512
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 2,512 △ 2,512
財源 423 423
税収等 423 423
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 - -
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 423 423

国等補助金 - -
本年度差額 △ 2,089 △ 2,089
固定資産の変動（内部変動） △ 832 832
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 - -
貸付金・基金等の増加 748 △ 748
貸付金・基金等の減少 △ 1,580 1,580

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 2,089 △ 832 △ 1,257
前年度末純資産残高 7,861 12,863 △ 5,003
本年度末純資産残高 5,771 12,031 △ 6,260

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 中小企業資金会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 2,552
業務費用支出 407
人件費支出 0
物件費等支出 2
支払利息支出 42
その他の支出 363

移転費用支出 2,146
補助金等支出 48
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 2,098
その他の支出 -

業務収入 464
税収等収入 423
国等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 -
その他の収入 41

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 △ 2,089
【投資活動収支】
投資活動支出 748
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 748
その他の支出 -

投資活動収入 1,580
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 1,580
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 832
【財務活動収支】
財務活動支出 6,450
県債償還支出 6,450
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） -
その他の支出 -

財務活動収入 372
県債発行収入 372
その他の収入 -

財務活動収支 △ 6,077
本年度資金収支額 △ 7,335
前年度末資金残高 8,175
本年度末資金残高 841

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 841

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 県営住宅管理事業会計

（単位：百万円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 457,056 固定負債 53,863
有形固定資産 456,151 県債 53,863
事業用資産 456,150 県債 53,863
土地 341,986 臨時財政対策債 -
立木竹 - 長期未払金 -
建物 447,050 退職手当引当金 -
建物減価償却累計額 △ 334,937 損失補償等引当金 -
工作物 26,891 その他 -
工作物減価償却累計額 △ 24,839 リース債務 -
船舶 - その他固定負債 -
船舶減価償却累計額 - 流動負債 8,852
浮標等 - １年内償還予定県債 8,836
浮標等減価償却累計額 - 県債 8,836
航空機 - 臨時財政対策債 -
航空機減価償却累計額 - 未払金 -
その他 - 未払費用 -
その他減価償却累計額 - 前受金 -
建設仮勘定 - 前受収益 -

インフラ資産 - 賞与等引当金 16
土地 - 預り金 -
建物 - その他 -
建物減価償却累計額 - リース債務 -
工作物 - その他流動負債 -
工作物減価償却累計額 - 62,715
その他 - 【純資産の部】
その他減価償却累計額 - 固定資産等形成分 457,056
建設仮勘定 - 余剰分（不足分） △ 62,316

物品 1
物品減価償却累計額 0

無形固定資産 -
ソフトウェア -
ソフトウェア -
ソフトウェア減価償却累計額 -

その他 -
その他無形固定資産 -
その他減価償却累計額 -

無形固定資産仮勘定 -
投資その他の資産 905
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 1,028
長期貸付金 -
基金 -
減債基金 -
その他 -

その他 -
徴収不能引当金 △ 123

流動資産 399
現金預金 173
未収金 227
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 394,739

457,455 457,455

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（会計別)
平成３１年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

負債合計
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 県営住宅管理事業会計

（単位：百万円）
金　　　額

経常費用 14,891
業務費用 13,371
人件費 238
職員給与費 203
賞与等引当金繰入額 16
退職手当引当金繰入額 -
その他 19

物件費等 12,208
物件費 4,978
維持補修費 0
減価償却費 7,229
その他 -

その他の業務費用 925
支払利息 635
徴収不能引当金繰入額 123
その他 168

移転費用 1,520
補助金等 1,479
補助金 1,477
負担金 1
税交付金 -

社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 41

経常収益 11,312
使用料及び手数料 11,232
その他 81

純経常行政コスト △ 3,579
臨時損失 335
災害復旧事業費 -
資産除売却損 335
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 0
資産売却益 0
その他 - 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

純行政コスト △ 3,914 △ 3,914
財源 4,104 4,104
税収等 3,858 3,858
県税 - -
地方譲与税 - -
地方特例交付金 - -
地方交付税 - -
その他税収 9 9
寄附金 - -
その他（寄附金以外） 3,849 3,849

国等補助金 246 246
本年度差額 191 191
固定資産の変動（内部変動） △ 7,952 7,952
有形固定資産等の増加 - -
有形固定資産等の減少 △ 7,830 7,830
貸付金・基金等の増加 151 △ 151
貸付金・基金等の減少 △ 273 273

資産評価差額 - -
無償所管換等 2,051 2,051
その他 △ 1,675 △ 1,675
本年度純資産変動額 567 △ 5,900 6,467
前年度末純資産残高 394,172 462,956 △ 68,783
本年度末純資産残高 394,739 457,056 △ 62,316

行政コスト及び純資産変動計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

金額
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決算対象年度： 平成30年度
会計 ： 県営住宅管理事業会計

（単位：百万円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 7,407
業務費用支出 5,239
人件費支出 238
物件費等支出 5,001
支払利息支出 -
その他の支出 0

移転費用支出 2,168
補助金等支出 1,479
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 648
その他の支出 41

業務収入 15,261
税収等収入 3,858
国等補助金収入 246
使用料及び手数料収入 11,083
その他の収入 74

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 7,854
【投資活動収支】
投資活動支出 -
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 -
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 266
国等補助金収入 -
基金取崩収入 -
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 266
その他の収入 -

投資活動収支 266
【財務活動収支】
財務活動支出 8,233
県債償還支出 -
他会計への繰出支出（公債管理特別会計） 8,233
その他の支出 -

財務活動収入 -
県債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 8,233
本年度資金収支額 △ 112
前年度末資金残高 285
本年度末資金残高 173

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 173

資金収支計算書（会計別)
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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[補足事項] 

 

１ 財務書類を作成する根拠 

「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」（平成 27 年 1 月 23 日付総務大臣通

知総財務第 14 号）を根拠とし、財務書類を作成しています。 

 

２ 財務書類の様式 

  財務書類の様式は、以下のとおりです。 

(１) 貸借対照表 

(２) 行政コスト及び純資産変動計算書 

(３) 資金収支計算書 

 

３ 財務書類の集計単位 

  以下の二単位で財務書類を作成しています。 

(１) 一般会計等 

一般会計等は下記(２)に記載のある会計の残高を合算後、各会計相互間の内部取引を相

殺消去して作成した財務書類です。 

 

(２) 会計別 

会計別は以下に記載のある会計の各会計別の財務書類です。 

一般会計、市町村自治振興事業会計、公債管理特別会計、公営競技収益配分金等管理

会計、地方消費税清算会計、災害救助基金会計、農業改良資金会計、恩賜記念林業振

興資金会計、林業改善資金会計、水源環境保全・再生事業会計、沿岸漁業改善資金会

計、介護保険財政安定化基金会計、母子父子寡婦福祉資金会計、地方独立行政法人神

奈川県立病院機構資金会計、中小企業資金会計、県営住宅管理事業会計 

※国民健康保険事業会計は地方公営事業会計に該当するため対象外 

※流域下水道事業会計は令和２年度から地方公営企業法の一部適用を受けるため対象外 

 

４ 表示金額の単位 

表示金額の単位は百万円で作成しています。百万円未満の金額は四捨五入しているため、合

計金額が一致しない場合があります。 

なお、残高がない（0 円）ものは、「－」で表示、残高が△499,999 円～499,999 円であるも

のは四捨五入を行い「0」と表示しています。 

 

５ 対象年度及び作成基準日 

対象年度は平成 30年度とし、作成基準日は平成 31年３月 31日としています。ただし、出納

整理期間（平成 31年４月１日～令和元年５月 31日）における現金の受払い等を終了した後の

計数をもって、会計年度末の計数としています。 

 

６ 資産の評価基準及び評価方法 

(１) 有形固定資産の評価及び減価償却の方法 

  ア 評価方法 

取得価額により評価を行います。ただし、開始時は取得原価が不明な場合は、原則として

再調達価額により評価を行っています。 

  イ 減価償却の方法 

毎年、一定額で償却を行う定額法とします。 
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  ウ 物品の計上基準 

 備品、動物については、購入価額が 50万円（美術品・標本等は 300万円）以上の場合に

資産として計上します。借用物品については、リース資産に該当するものを計上します。 

 

(２) 有価証券及び出資金の評価方法 

  ア 満期保有目的有価証券 

償却原価法※（定額法）で評価します。 

    ※償却原価法は、取得価額と額面価額の差を償還までに一定の方法で加減する方法 

イ 満期保有目的以外の有価証券 

   (ア) 市場価格のあるもの 

会計年度末における市場価格で評価します。 

   (イ) 市場価格のないもの 

取得原価または償却原価で評価します。 

  ウ 出資金 

   (ア) 市場価格のあるもの 

会計年度末における市場価格で評価します。 

   (イ) 市場価格のないもの 

出資金額で評価します。 

 

７ その他の計上基準 

(１) 引当金の計上基準及び算定方法 

  ア 投資損失引当金 

 市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体に対するものについて、実質価額が

著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上します。 

  イ 徴収不能引当金 

 未収金、長期延滞債権、短期貸付金及び長期貸付金について、過去５年間の平均不納欠損

率により、又は、個別に回収可能性を検討して、徴収不能見込額を計上します。 

  ウ 退職手当引当金 

 期末自己都合要支給額（全職員が年度末に自己都合退職するものと仮定した場合の退職手

当の額）を計上します。 

  エ 損失補償等引当金 

 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関

する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上します。 

  オ 賞与等引当金 

 令和元年６月に支給予定の期末手当及び勤勉手当等の見込額のうち、平成 30年 12月１日

～平成 31年３月 31日の４ヶ月分を計上します。 

 

(２) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（神奈川県公金管理方針において、歳計

現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

 なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い

を含んでいます。 

 

(３) 貸借対照表における固定資産等形成分 

固定資産等形成分は、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を

計上しています。また、余剰分（不足分）は、純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差

し引いた金額を計上しています。 
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